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当機構では、食肉の消費・販売動向を把握

するため、年に２回、卸売業者および小売業

者（量販店および食肉専門店）の協力を得て、

食肉の取扱割合や販売見通しに関する調査を

実施している。今回、令和５年10月に公表

した「食肉販売動向調査結果（2023年度下

半期）」から、５年度上半期（５年４～９月）

の実績および５年度下半期（５年10月～６

年３月）の見通しの一部について、前回の調

査との比較などを含めて報告する。なお、本

調査は、５年７月27日～８月21日にかけて

アンケート方式により実施したものである。

1　はじめに

２　卸売業者における食肉の取扱状況

５年度上半期の卸売業者における食肉の取

扱状況（重量ベース。以下同じ）について、

前回調査（４年度下半期）と比較した結果は、

以下の通りであった。

（１）牛肉

牛肉全体では、「同程度」が54％と最も多

かった（図１）。

品種別に見ると、交雑牛を除いたすべての

区分で「同程度」が最も多かった（輸入品 

＜冷蔵＞は「同程度」と「減少」が同率）が、

いずれも「減少」が「増加」を上回った。

調査・報告

食肉販売動向（令和５年度上半期実績
および下半期見通し）について

畜産振興部

　食肉販売に係る令和５年度上半期の実績および下半期の見通しについては、円安やインフレ
の進展による物価上昇などの影響が反映されるものとなった。小売業者の５年度上半期の取扱
実績では、小売価格は、一般的にすでに価格帯の高い国産牛を除き、輸入牛肉や、豚肉、鶏肉
は「値上げする」傾向にあった。量販店の取扱量は、「消費者の低価格志向」「他品種との需要
の代替」などを要因として、比較的価格帯の低い国産豚肉、国産鶏肉および輸入鶏肉で「増加」
が見られた。また、小売業者における仕入価格等コストの上昇に対する価格転嫁の割合は、ほ
とんどで20％未満となる中、量販店では「時短・簡便商品の取り扱いを増やす」といった販売
拡大に向けた対応方法が挙げられた。

【要約】
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なお、交雑牛は「増加」が50％と、「増加」

が「減少」を上回った。

交雑牛の増加理由については、「小売向け

需要の増加」「他畜種・品種との需要シフト」

「景気の状況」「相場安」が挙げられた。一方、

その他の区分の減少理由については、輸入品

（冷蔵）は「他畜種・品種との需要シフト」「消

費者の低価格志向」、和牛は「消費者の低価

格志向」「小売向け需要の減少」「他畜種・品

種との需要シフト」が挙げられた。

（２）豚肉

豚肉全体では、「同程度」および「減少」

が43％と最も多かった（図２）。

品目別に見ると、国産豚肉は「減少」、輸

入品は冷蔵、冷凍ともに「同程度」が最も多

かった。

減少理由については、国産豚肉では「小売

向け需要の減少」が最も多く、次いで「他畜

種・品種との需要シフト」「相場高」が挙げ

られた。輸入品（冷蔵）では「相場高」が最

も多く挙げられた。

図１　令和５年度上半期における牛肉の取扱状況（４年度下半期との比較）
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資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
　注：重量ベース。
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資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
　注：重量ベース。

図２　令和５年度上半期における豚肉の取扱状況（４年度下半期との比較）
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５年度上半期の卸売業者における食肉の仕

向け先別販売割合（重量ベース。以下同じ）

は、以下の通りであった。

（１）冷蔵牛肉

輸入品を除いたすべての区分で、「量販店・

食肉専門店」が最も多かった（図３）。

「二次卸売業者」向けの最終仕向け先を加

味すると、「量販店・食肉専門店」への仕向

け割合は、和牛が58％（前回調査の結果：

63％）、交雑牛が59％（同60％）、乳用牛

が62 ％（ 同58 ％）、 輸 入 品 が41 ％（ 同

49％）となり、前回調査と比較して、乳用

牛を除いたすべての区分で減少した（図３、

４）。

輸入品については、「二次卸売業者」の最

終仕向け先を加味すると、業務用である「外

食店」および「中食・集団給食・食肉加工業

者」向けが44％となり、小売向けである「量

販店・食肉専門店」向けの41％を上回る結

果となった。

３　卸売業者における食肉の仕向け先別販売割合
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図３　令和５年度上半期の仕向け先別販売割合（冷蔵牛肉）

資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
　注：�データは、各者の重量ベースでの取扱割合の合計値を基に算出した割合であって、

各者の取扱重量の加重平均ではない。
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図４　令和５年度上半期における二次卸業者の最終仕向け先別販売割合（冷蔵牛肉）

資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
　注：�データは、各者の重量ベースでの取扱割合の合計値を基に算出した割合であって、

各者の取扱重量の加重平均ではない。
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（２）冷凍牛肉

和牛および交雑牛は「二次卸売業者」、乳

用牛は「量販店・食肉専門店」、輸入品では

「外食店」が最も多かった（図５）。

「二次卸売業者」の最終仕向け先を加味す

ると、「外食店」への仕向け割合は、和牛が

45％（前回調査の結果：51％）、交雑牛が

41％（同49％）、乳用牛が23％（同29％）、

輸入品が41％（同37％）と、乳用牛を除き

最も多い結果となった（図５、６）。加えて、

「中食」「集団給食」および「食肉加工業者」

向けは、和牛は10％、交雑牛は17％、乳用

牛は27％、輸入品は31％となり、冷凍品は

すべての区分において業務用向けが中心と

なっている。

なお、「外食店」の内訳は、和牛および交

雑牛は「焼き肉店」「すき焼き・しゃぶしゃ

ぶ店」、乳用牛は「すきやき・しゃぶしゃぶ

店」「ホテル」の順で多く、この二つで過半

を占めた一方、輸入品は「焼き肉店（20％）」

「ファストフード（14％）」「ホテル（14％）」

「ファミリーレストラン（13％）」「ステーキ

店（11％）」「すき焼き・しゃぶしゃぶ店

（10％）」と、他と比較して仕向け先が分散

されている。

また、「量販店・食肉専門店」への仕向け

割合について、「二次卸売業者」の最終仕向

け先を加味すると、和牛は29％（前回調査

の結果：31％）、交雑牛は25％（同29％）、

乳用牛は39％（同40％）、輸入品は19％（同

30％）となり、前回調査と比較してすべて

の区分で減少した。

図５　令和５年度上半期の仕向け先別販売割合（冷凍牛肉）
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資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
　注：�データは、各者の重量ベースでの取扱割合の合計値を基に算出した割合であって、

各者の取扱重量の加重平均ではない。

図６　令和５年度上半期における二次卸業者の最終仕向け先別販売割合（冷凍牛肉）
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　注：�データは、各者の重量ベースでの取扱割合の合計値を基に算出した割合であって、

各者の取扱重量の加重平均ではない。
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（３）豚肉

輸入品（冷凍）を除いたすべての区分で、

「量販店・食肉専門店」向けが最も多かった

（図７）。

「二次卸売業者」の最終仕向け先を加味す

ると、「量販店・食肉専門店」への仕向け割

合は、国産品（冷蔵）は67％（前回調査の

結果：62％）、国産品（冷凍）は37％（同

32％）、輸入品（冷蔵）は60％（同61％）、

輸入品（冷凍）は26％（同22％）となり、

前回調査と比較すると国産品（冷蔵・冷凍）

および輸入品（冷凍）は増加、輸入品（冷蔵）

は減少した（図７、８）。

輸入品（冷凍）については、「二次卸売業者」

が29％と最も多く、次いで「外食店」が

26％で、「二次卸売業者」の最終仕向け先を

加味すると、「外食店」「中食」「集団給食」

および「食肉加工業者」の合計で全体の７割

弱を占める。

５年度上半期の量販店および食肉専門店に

おける食肉の取扱状況（重量ベース。以下同

じ）について、前年同期（４年度上半期）と

比較した結果は、以下の通りであった。

（１）量販店

国産豚肉、国産鶏肉、輸入鶏肉は「増加」

が最も多い一方、乳用牛、輸入牛肉は「減少」

が最も多かった（図９）。なお、和牛は「増加」
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　注：�データは、各者の重量ベースでの取扱割合の合計値を基に算出した割合であって、

各者の取扱重量の加重平均ではない。

図７　令和５年度上半期の仕向け先別販売割合（豚肉）
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図８　令和５年度上半期における二次卸業者の最終仕向け先別販売割合（豚肉）

資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
　注：�データは、各者の重量ベースでの取扱割合の合計値を基に算出した割合であって、

各者の取扱重量の加重平均ではない。

４　小売業者における食肉の取扱状況
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と「減少」が同率、交雑牛は「同程度」が最

も多かった。

国産鶏肉で75％、輸入鶏肉で67％、国産

豚肉で65％が「増加」となっており、増加

理由については、国産鶏肉は「消費者の低価

格志向」が最も多く、次いで「他品種との需

要の代替」であった。輸入鶏肉は「消費者の

低価格志向」が最も多く、次いで「国産との

需要の代替」「他品種との需要の代替」「販促

強化」 であった。国産豚肉は「販促強化」が

最も多く、次いで「消費者の低価格志向」「他

品種との需要の代替」であった。

一方、乳用牛で54％、輸入牛肉で50％が

「減少」となっており、減少理由については、

乳用牛は「消費者の低価格志向」が最も多く、

次いで「景気の停滞」であった。輸入牛肉は

「販促減少」が最も多く、次いで「値上げに

よる売上減少」であった。

（２）食肉専門店

すべての区分で「同程度」が最も多い中、

輸入牛肉および輸入鶏肉はいずれも「減少」

が４割弱と比較的多い結果となった（図10）。
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資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
注１：重量ベース。
注２：和牛は４、５等級。
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注１：重量ベース。
注２：和牛は４、５等級。
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５　小売業者における食肉の取扱見通し

５年度下半期の量販店および食肉専門店に

おける食肉の取扱見通し（重量ベース。以下

同じ）について、前年同期（４年度下半期）

と比較した結果は、以下の通りであった。

（１）量販店

国産鶏肉、輸入鶏肉で「増加」の割合が最

も多く、それ以外の区分では「同程度」が最

も多かった（図11）。

国産鶏肉で65％、輸入鶏肉で58％が「増

加」となっており、増加理由については、国

産鶏肉は「消費者の低価格志向」、輸入鶏肉

は「消費者の低価格志向」および 「国産との

需要の代替」がそれぞれ最も多かった。

一方、乳用牛は「増加」の回答がゼロの中、

「同程度」が64％、「減少」が36％となった。

減少理由については、「消費者の低価格志向」

「他畜種・品種との需要の代替」が挙げられ

た。

（２）食肉専門店

牛肉、豚肉、鶏肉のすべての区分で「同程

度」が最も多い中、和牛は「減少」が３割強

と比較的多い結果となった（図12）。

和牛の減少理由については、「消費者の低

価格志向」が最も多く、次いで「値上げによ

る売上減少」「消費者の赤身志向」「景気の状

況」などが挙げられた。

減少理由については、輸入牛肉は「値上げに

より売上減少」、輸入鶏肉は「景気の状況」「他

畜種・品種との需要の代替」「値上げにより

売上減少」「コロナ５類への移行」がそれぞ

れ挙げられた。
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図11　令和５年度下半期における食肉の取扱見通し（量販店）（４年度下半期との比較）

資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）
注１：重量ベース。
注２：和牛は４、５等級。
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量販店および食肉専門店における店頭での

食肉販売拡大のための対応について、選択式

で回答してもらったところ、以下の通りの結

果となった。

（１）量販店

牛肉では、１位（最多）が「特定の年齢層・

家族形態を対象とした商品の品揃え強化」、

２位が「時短・簡便商品の取り扱いを増や

す」、３位が「低級部位や切り落としを増や

す」となった（図13）。

豚肉では、１位が「時短・簡便商品の取り

扱いを増やす」、２位が「特定の年齢層・家族

形態を対象とした商品の品揃え強化」および

「低級部位や切り落としを増やす」となった。

６　小売業者における食肉の販売拡大に向けた対応
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図12　令和５年度下半期における食肉の取扱見通し（食肉専門店）（４年度下半期との比較）

資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
注１：重量ベース。
注２：和牛は４、５等級。
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図13　販売拡大に向けた対応（量販店）

資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
　注：複数回答。



畜 産 の 情 報 　 2024. 1 57

鶏肉では、１位が「時短・簡便商品の取り

扱いを増やす」、２位が「特定の年齢層・家

族形態を対象とした商品の品揃え強化」およ

び「総菜や味付け肉の強化」となった。

豚肉および鶏肉において、「時短・簡便商

品の取り扱いを増やす」の回答が最も多く、

新型コロナウイルス感染症（COVID － 19）

拡大以降の内食需要の高止まりなども一つの

要因として、時短・簡便商品の取扱量の増加

による販売拡大への取り組みが見られる。

具体的な対応としては、「食肉の販売は頭

打ちなので、即食・時短商品での販売を強化

する。特に、食肉総菜については、自社原料

を使用しての商品開発が重要になる」「簡便・

時短商品については時短＝節約（ガス・電

気・水道使用料が少なくて済む）といった観

点で提案していく」「フローズン商品の品揃

え拡大と時短商品の味付け肉と半調理のアイ

テム拡大を図っていく」「現状すべての分野

で値上がりしていて今後も景気は厳しい状況

であるため、安価な豚肉、鶏肉の拡販を図る」

「生産者指定の取り組みを再強化する。おい

しいお肉だけではなく “生産者と一緒” が

キーワード」などが挙げられた。

また、持続可能性への配慮として、「廃棄

の削減はプロジェクトチームを結成して取り

組んでいる」「エコトレー等ゴミ削減の拡大」

「無駄な廃棄、見切り、作業ロス削減により

販売価格据え置きの取組みを実施している」

「環境配慮型商品と環境配慮型トレイのタイ

アップで他社との差別化を図る」「中長期的

な人員不足対策としての原料のスペック化と

自社プロセスセンターによるアウトパック

化」なども挙げられた。

（２）食肉専門店

牛肉では、１位（最多）が「特定年齢層・

家族形態を対象とした商品の品揃え強化」、

２位が「総菜や味付け肉の強化」、３位が「低

級部位や切り落としを増やす」「差別化商品

の取り扱いを増やす」となった（図14）。

豚肉では、１位が「総菜や味付け肉の強

化」、２位が「特定年齢層・家族形態を対象

とした商品の品揃え強化」、３位が「差別化

商品の取り扱いを増やす」となった。
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図14　販売拡大に向けた対応（食肉専門店）

資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
　注：複数回答。
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５年度上半期の量販店および食肉専門店に

おける食肉の小売価格について、前年同期

（４年度上半期）と比較した結果は、以下の

通りであった。

（１）量販店

輸入牛肉、国産豚肉、国産鶏肉で「値上げ

した」が最も多かった一方、国産品の牛肉

（和牛、交雑牛、乳用牛）、輸入鶏肉で「同程

度」が最多となった（図15）。なお、輸入豚

肉は「値上げした」と「同程度」が同率となっ

た。また、「値下げした」は、和牛の15％と

交雑牛の６％のみにとどまった。

（２）食肉専門店

輸入品の牛肉、豚肉、鶏肉のすべてで「値

上げした」が最も多かった一方、国産品の牛

肉（和牛、交雑牛、乳用牛）、豚肉、鶏肉の

すべてで「同程度」が最も多かった（図

16）。また、「値下げした」は和牛の３％の

みにとどまり、それ以外の区分にあってはゼ

ロであった。

鶏肉では、１位が「総菜や味付け肉の強

化」、２位が「特定年齢層・家族形態を対象

とした商品の品揃え強化」、３位が「差別化

商品の取り扱いを増やす」となった。

具体的な対応としては、「オリジナルの商

品、月替りの商品開発を工夫している」「顧

客が必要な分だけ買える量り売りの販売スタ

イルを活かす」「食肉を上手に使った料理の

レシピ等を作る」「品質重視、ブランド肉の

取り扱い、小売店ならではの対応により顧客

との信頼を築く」「県産肉で安心・安全・お

いしさを訴求し、顧客の信用を高める」「地

産地消の取り組みを進め、鮮度の良い肉を販

売するように心がけている」「調理済みの冷

凍食品（ハンバーグ、モツ煮込みなど）を増

やしロスを減らす」「専門店ならではの総菜

を開発する」「肉屋からの脱却。“食肉専門店”

のイメージを変えたい。スタバのような特別

な空間を作ることに尽力する」などが挙げら

れた。

７　小売業者における食肉の小売価格
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図15　令和５年度上半期における食肉の小売価格（量販店）（４年度上半期との比較）

資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
　注：和牛は４、５等級。



畜 産 の 情 報 　 2024. 1 59

29

30

24

61

46

53

36

58

68

70

76

39

54

47

64

42

3

0 20 40 60 80 100

和牛

交雑牛

乳用牛

輸入牛肉

国産豚肉

輸入豚肉

国産鶏肉

輸入鶏肉

（％）

値上げした 同程度 値下げした

図16　令和５年度上半期における食肉の小売価格（食肉専門店）（４年度上半期との比較）

資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
　注：和牛は４、５等級。

５年度下半期の量販店および食肉専門店に

おける食肉の小売価格の見通しについて、前

年同期（４年度下半期）と比較した結果は、

以下の通りであった。

（１）量販店

すべての区分で「同程度」が最も多かった

一方、「値下げする」は和牛の５％のみにと

どまった（図17）。「値上げする」は、輸入

牛肉、国産豚肉、輸入豚肉、国産鶏肉で３割

以上あったものの、国産牛肉については乳用

牛の９％のみとなり、和牛、交雑牛、乳用牛

のすべてで９割以上が「同程度」であった。

（２）食肉専門店

輸入鶏肉以外のすべて区分で「同程度」が

最も多く、輸入鶏肉は「値上げする」が「同

程度」を１％上回った（図18）。また、「値

８　小売業者における食肉の小売価格見通し
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図17　令和５年度下半期における食肉の小売価格見通し（量販店）（４年度下半期との比較）

資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）
　注：和牛は４、５等級。
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下げする」は、国産豚肉の３％、輸入鶏肉の

５％にとどまり、それ以外の区分にあっては

ゼロであった。

22

18

14

42

37

29

30

48

78

82

86

58

60

71

70

47

3

5

0 20 40 60 80 100

和牛

交雑牛

乳用牛

輸入牛肉

国産豚肉

輸入豚肉

国産鶏肉

輸入鶏肉

（％）

値上げする 同程度 値下げする

図18　令和５年度下半期における食肉の小売価格見通し（食肉専門店）（４年度下半期との比較）

資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
　注：和牛は４、５等級。

５年度上半期の量販店および食肉専門店に

おける仕入価格等コストの上昇に対する小売

価格の転嫁の状況については、以下の通りで

あった。

（１）量販店

輸入鶏肉を除いたすべての区分で、「多く

の商品で価格転嫁できた」と「一部の商品で

価格転嫁できた」を合計すると、65％以上

となった（図19）。中でも、乳用牛は100％、

交雑牛および輸入牛肉は75％、輸入豚肉は

73％であった。なお、輸入鶏肉は43％にと

どまった。

一方、仕入価格等コストの上昇に対する小

売価格の転嫁割合については、どの区分も

「20％未満」が５～７割を占めた（図20）。

小売価格に転嫁できた理由としては、「消

費者の理解が得られた」「他商品の値上げと

同時に値上げした」「競合他社が値上げした

ため」などが多く挙げられた。一方、小売価

格に転嫁できなかった理由としては、すべて

の区分で「販売状況（売上）が悪化すること

への懸念」が最も多かった。また、「消費者

の理解が得られない」「競合他社が値上げし

ていないため」なども多く挙げられた。

９　食肉の小売価格への転嫁の状況
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（２）食肉専門店

「多くの商品で価格転嫁できた」と「一部

の商品で価格転嫁できた」の合計が、すべて

の区分でおおむね６割以上となった（図

21）。中でも、輸入豚肉は88％、輸入牛肉は

86％、輸入鶏肉は85％と比較的高かった一

方、国産品については、牛肉が59 ～ 69％、

国産豚肉は65％、国産鶏肉は70％となった。

一方、仕入価格等コストの上昇に対する小

売価格の転嫁割合については、「20％未満」

が５～７割強を占めた（図22）。

小売価格に転嫁できた理由としては、「消

費者の理解が得られた」「他商品の値上げと

同時に値上げする」などが挙げられた。一方、

小売価格に転嫁できなかった理由としては、

「既に値上げをしており、これ以上上げるこ

とができない」「消費者の理解が得られない」

「販売状況（売上）が悪化することへの懸念」

などが挙げられた。

図19　令和５年度上半期における食肉の小売価格への転嫁の状況（量販店）
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資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
注１：仕入価格等コストが上昇した者に回答を得た。
注２：和牛は４、５等級。

図20　令和５年度上半期における食肉の仕入価格等コストの上昇に対する小売価格への転嫁割合（量販店）
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資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
注１：仕入価格等コストが上昇した者に回答を得た。
注２：和牛は４、５等級。



畜 産 の 情 報 　 2024. 162

５年度下半期の量販店および食肉専門店に

おける仕入価格等コストの上昇に対する小売

価格の転嫁の見通しについては、以下の通り

であった。

（１）量販店

交雑牛、乳用牛、国産鶏肉、輸入鶏肉を除

き、「一部の商品で価格転嫁する」と「ほと

んどの商品で価格転嫁しない」が拮抗する結

果となった（図23）。交雑牛は「ほとんどの

商品で価格転嫁しない」が100％、輸入鶏

肉は同86％であった一方、「多くの商品で価

格転嫁する」と回答があったのは、輸入牛肉

の13％、国産豚肉および輸入豚肉の10％、

国産鶏肉の８％のみであった。乳用牛は「一

10　食肉の小売価格への転嫁の見通し

図21　令和５年度上半期における食肉の小売価格への転嫁の状況（食肉専門店）
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資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）
注１：仕入価格等コストが上昇した者に回答を得た。
注２：和牛は４、５等級。

図22　令和５年度上半期における食肉の仕入価格等コストの上昇に対する小売価格への転嫁割合（食肉専門店）
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注２：和牛は４、５等級。
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部の商品で価格転嫁する」が100％であっ

た。

仕入価格等コストの上昇に対する小売価格

の転嫁割合については、すべての区分で

「20％未満」が最も多かった（図24）。特に、

国産品の牛肉（和牛、交雑牛、乳用牛）はす

べての区分で「20％未満」が100％であっ

た。

小売価格に転嫁する理由としては、「消費

者の理解が得られる」「競合他社が値上する

ため」が多く挙げられた。一方、小売価格に

転嫁しない理由としては、すべての区分で

「販売状況（売上）が悪化することへの懸念」

が最も多く、その他にも「消費者の理解が得

られない」「競合他社が値上げしないため」

などが挙げられた。

図23　令和５年度下半期における食肉の小売価格への転嫁の見通し（量販店）
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注１：仕入価格等コストの上昇が見込まれる者に回答を得た。
注２：和牛は４、５等級。

図24　令和５年度下半期における食肉の仕入価格等コストの上昇に対する小売価格への転嫁割合見通し（量販店）
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資料：農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下半期）」
注１：仕入価格等コストの上昇が見込まれる者に回答を得た。
注２：和牛は４、５等級。



畜 産 の 情 報 　 2024. 164

（２）食肉専門店

交雑牛を除き、「多くの商品で価格転嫁す

る」と「一部の商品で価格転嫁する」の合

計が、それぞれおおむね６割以上となった

（図25）。

仕入価格等コストの上昇に対する小売価

格 の 転 嫁 割 合 に つ い て は、 ど の 区 分 も

「20％未満」が約６割から８割を占めている

（図26）。

小売価格に転嫁する理由としては、「消費

者の理解が得られる」が多く挙げられた。一

方、小売価格に転嫁しない理由としては、「消

費者の理解が得られない」「販売状況（売上）

が悪化することへの懸念」が多く挙げられ

た。

図25　令和５年度下半期における食肉の小売価格への転嫁の見通し（食肉専門店）
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注１：仕入価格等コストの上昇が見込まれる者に回答を得た。
注２：和牛は４、５等級。

図26　令和５年度下半期における食肉の仕入価格等コストの上昇に対する小売価格への転嫁割合見通し（食肉専門店）
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注２：和牛は４、５等級。
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今回の食肉販売に係る令和５年度上半期の

実績および下半期の見通しについては、円安

やインフレの進展による物価上昇などの影響

が反映されるものとなった。

調査結果によれば、卸売業者における５年

度上半期の取扱状況は、牛肉全体では５割強

が前回調査（４年度下半期）と「同程度」と

回答があった一方、品種別に見ると「消費者

の低価格志向」などを要因としてほとんどで

「減少」が「増加」を上回った。また、豚肉

全体では「同程度」と「減少」が同率であっ

たものの、品目別に見ると輸入豚肉は「同程

度」が最も多かった一方、国産豚肉は牛肉同

様に「減少」が「増加」を上回った。

小売業者における５年度上半期の取扱状況

は、小売価格は、一般的にすでに価格帯の高

い国産牛を除き、輸入牛肉や、豚肉、鶏肉は

「値上げ」の傾向にある。また、量販店の取

扱量は、「消費者の低価格志向」「他品種との

需要の代替」などを要因に、比較的価格帯の

低い国産豚肉、国産鶏肉および輸入鶏肉は

「増加」した一方、乳用牛、輸入牛肉は「減少」

となった。

５年下半期の取扱見通しでは、上半期の取

扱状況と同様の傾向が多く見られ、量販店に

おいて「消費者の低価格志向」などを要因に、

国産鶏肉および輸入鶏肉は「増加」となった

一方、それ以外は「同程度」と見込まれた。

また、小売業者における価格等コストの上

昇に対する価格転嫁の割合については、すべ

ての畜種で「20％未満」が５割以上を占め

るなど、半年前の前回調査と同様、価格転嫁

の実施はまだ限定的であるとみられる結果と

なった。そのような中、量販店においては、

牛肉および豚肉では、「特定の年齢層・家族

形態を対象とした商品の品揃え強化」「時短・

簡便商品の取り扱いを増やす」「低級部位や

切り落としを増やす」、鶏肉では、「時短・簡

便商品の取り扱いを増やす」「特定の年齢層・

家族形態を対象とした商品の品揃え強化」「総

菜や味付け肉の強化」といった販売拡大に向

けた対応が挙げられた。

（参考）調査の概要

１．調査方法

　　アンケート調査

２．調査対象先と回収率

　　下表の通り

３．調査期間

　　2023年７月27日～８月21日

11　おわりに

※�調査結果の全体については、機構ホーム

ページにて掲載しております。

（ https://www.alic.go.jp/r-nyugyo/

raku02_000060.html ）

調査対象
者数① 回収数② 回収率（％）

③＝②/①
卸売業者
　　牛肉 15 15 100
　　豚肉 13 13 100
小売業者
　　量販店 20 20 100
　　食肉専門店 64 64 100

（参考）表　調査対象者と回収率
（単位：者）

資料：�農畜産業振興機構「食肉販売動向調査結果（2023年度下
半期）」

　注：�調査対象者は、食肉の市況（仲間相場）や小売価格につい
て、当機構が定期的に調査を実施している主要な食肉の卸
売業者および小売業者であり、すべての業者ではない。

https://www.alic.go.jp/r-nyugyo/raku02_000060.html
https://www.alic.go.jp/r-nyugyo/raku02_000060.html

